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【問１】 表は，平成 12年及び 15年における勤労者世帯の家計の状況を世帯主の年齢階級別

に示したものであるが，これから確実にいえるのはどれか。【国Ｉ_17年度】282_1* 

 

１ 平成 15年のエンゲル係数（消費支出に占める食料費の割合）について見ると，どの年

齢階級においても 20％を下回っている。 

２ 世帯主定期収入に対する世帯主賞与の比率について見ると，どの年齢階級においても，

平成 15年のほうが平成 12年よりも高い。 

３ 平成 15年の有業人員１人当たりの実収入額を平成 12年のそれと比較すると，「25～

29歳」「45～49歳」では減少しているが，「60～64歳」では増加している。 

４ いずれの年も，世帯人員１人当たりの実支出額が最も多いのは，「45～49歳」である。 

５ 実収入から世帯主定期収入及び世帯主賞与を除いた額について見ると，「45～49歳」

「60～64歳」では，平成 15年は平成 12年よりも増加した。 
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【問２】 表は，ある地方都市 P市における就業者数を従業地別・常住地別に示したものであ

る。これから確実にいえるのはどれか。 

 ただし，P市は，A町，B町，C町，D町の 4町からなる市である。 

                            【国税 20年度】287_6* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 各町における就業者のうち自宅で従業する者の割合は，就業者数が少ない町ほど高くなる。 

２ 各町における就業者のうち自町に常住する者の割合は，いずれの町においても 5割を超え

ている。 

３ 各町における就業者のうちP市外に常住する者の占める割合が最も高いのは，A町である。 

４ B町における就業者のうち P市内の他町に常住する者よりも，B町に常住し P市内の他町

で従業する者のほうが多い。 

５ C町とD町が合併した場合，新CD町における就業者のうち他町・市外に常住する者は 6，

000人以上である。 
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【問３】 次の表から確実にいえるのはどれか。【地上 26年度】285_4* 

アジア５か国の外貨準備高の推移  〔単位:100万米ドル〕 

 

１ 2008年から 2010年までの 3年の日本の外貨準備高の１年当たりの平均は，1兆 300億米

ドルを下回っている。 

２ 2010年のインドの外貨準備高の対前年増加額は，2009年のそれの 50%を下回っている。 

３ 2009年の韓国の外貨準備高の対前年増加率は，2010年のそれの 4倍より大きい。 

４ 表中の各年とも，マレーシアの外貨準備高は，インドのそれの 40％を下回っている。 

５ 2011年において，中国の外貨準備高の対前年増加率は，日本の外貨準備高のそれより大き

い。 
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【問４】 次表は，労働者保護法規違反の検察庁受理人員に関するものである。これからいえ

ることとして妥当なのはどれか。 【国税_６年度】307_2* 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 受理人員の合計に占める労働安全衛生法違反の割合は，昭和 63年より平成元年のほうが

大きい。 

２ 平成 2年の受理人員のうち，対前年比が最も高いのは，労働者派遣法違反である。 

３ 労働者派遣法違反の指数の急激な上昇は，昭和 61年以降の派遣労働者の急増を反映した

ものである。 

４ 昭和 61年から平成 2年の間で，受理人員の合計数が最も多かったのは，平成 2年である。 

５ 労働基準法違反に対する職業安定法違反の受理人員の比率は，昭和 61年から平成 2年ま

で一貫して増加している。 
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【問５】 次の表から確実にいえるのはどれか。 【地上＿17年度】309_5*‘ 

 

１ 平成 10年から平成 12年までの各年のうち，乳酸菌飲料の生産量の対前年減少率が最も大

きいのは，平成 11年である。 

２ 平成 10年から平成 14年までの各年のうち，飲用牛乳の生産量の対前年減少量が最も大き

いのは，平成 10年である。 

３ 平成 10年において，はっ酵乳の生産量の対前年増加量は，乳飲料のそれの 2倍を上回っ

ている。 

４ 平成 10年の飲用牛乳の生産量を 100としたときの平成 14年のそれの指数は，90を下回

っている。 

５ 表中の各区分のうち，平成 12年における生産量の対前年減少率が最も大きいのは，はっ

酵乳である。 
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【問６】 次の表から確実にいえるのはどれか。 【地上 18年度】308_4* 

公害苦情件数及びその種類別構成比の推移 

１ 平成 13年度の水質汚濁の公害苦情件数の対前年度増加数は，平成 15年度のそれの２倍を

上回っている。 

２ 平成 10年度の大気汚染の公害苦情件数を 100としたときの平成 14年度のそれの指数は，

85を下回っている。 

３ 表中の各年度のうち騒音の公害苦情件数が最も少ないのは，平成 10年度である。 

４ 平成12年度から平成15年度までの４年度の悪臭の公害苦情件数の１年度当たりの平均は，

14,000件を上回っている。 

５ 平成 11年度の振動の公害苦情件数の対前年度増加率は，平成 15年度のそれの２倍より小

さい。 
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【問７】 表はある地域に属する国々A～Fの実質GNP変化率（対前年比）を示したものであ

る。この表から確実にいえるのはどれか。  【国税_10年度】330_1* 

 

 

 

 

 

 

 

1 表中の国で，対前年GNP成長率がプラスを記録したことが 3度ある国はない。 

2 1987年と 1992年を比べた場合，A国とＢ国では，B国のほうがGNPの減少率が大きい。 

3 1987年と 1992年を比べた場合，GNPの減少率が一番大きいのはE国である。 

4 1987年と 1992年を比べた場合，C国とE国では，E国のほうがGNPの減少率は小さい。 

5 1987年と 1992年を比べた場合，GNPの減少率が一番小さいのはD国である。 
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【問８】 次の表から確実にいえるのはどれか。  【地上 19年度】331_3*’ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 土地取引面積の全国計の平成 11年に対する平成 13年の減少率は，地方圏の土地取引面積

のそれより小さい。 

２ 平成 11年の土地取引面積の全国計の対前年増加面積は，平成 14年のそれの 5倍を下回っ

ている。 

３ 平成 12年において，東京圏の土地取引面積の対前年減少面積は，地方圏の土地取引面積

のそれの 5倍を上回っている。 

４ 平成 12年から平成 15年までの各年のうち，名古屋圏の土地取引面積が最も少ないのは，

平成 15年である。 

５ 平成 12年の大阪圏の土地取引面積を 100としたときの平成 15年のそれの指数は，120を

上回っている。 


